
２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について

統合保育所整備事業

課題・現状

事業概要

期待される事業効果等

事業実績

取組状況

【峰山統合保育所整備事業】
　・供用開始 ：平成27年3月　　　　　　　　　　　　　　　・設置個所：峰山町長岡地内
　・保育所規模：300人（保育所220人、幼稚園80人）
 （仮設保育所）
　・利用期間：平成24年4月～平成27年3月　　　　　　・設置箇所：旧吉原小学校グラウンド
　・保育所規模：200人程度の児童が通所可能
【弥栄統合保育所整備事業】
　・供用開始 ：平成27年4月　　　　　　　　　　　　　　　・設置個所：弥栄町木橋地内
　・保育所規模：160人（保育所120人、幼稚園40人）
【久美浜統合保育所整備事業】
　・供用開始 ：平成27年1月　　　　　　　　　　　　　　　・設置個所：久美浜町浦明地内
　・保育所規模：160人（保育所100人、幼稚園60人）

主な実績数値
（出来高数値等）

・仮設保育所借上料　　　　　　　　　　 4,251千円
・統合保育所初年度備品購入費　　47,800千円
・仮設保育所備品等移設委託料　　　1,327千円

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 京丹後市

事業着手前

本市の公立保育所は平成16年の6町合併から2か所1分園減少し、現在27か所の設置となっているが、近年に建設及び改修
した保育所を除いては、昭和40年代から50年代に建設されたもので、老朽化が著しいものもあり、これまで維持補修に努め
てきたものの、快適な保育環境の保持には多くの修繕費が必要な状況となっている。また、旧耐震基準で設計し建築された
保育所施設については、平成21年度から耐震診断を実施した結果、すべての建物で補強あるいは改修が必要であることが
判明している。

保育所再編等推進計画に基づく適正規模での公立保育所運営により、将来に渡る人件費及び維持管理経費の抑制が期待
できる。

①峰山町域の保育所のうち、吉原保育所、長岡保育所、新山保育所及び丹波保育所については、大規模地震の際に倒壊
する危険性が高く、耐震補強等が不可能と判断された。安全で安心できる保育環境を確保する必要があることから、統合保
育所が完成するまでの間、仮設保育所を借り上げ保育を実施し、平成27年度から統合保育所が運営できるよう備品等を移
設する。
②弥栄町域の和田野保育所、鳥取保育所、黒部保育所、溝谷保育所及び吉野保育所のうち溝谷保育所を除いた保育所で
は、少子化の影響により、望ましい年齢ごとのクラス編成が困難な状況にあるため、弥栄町内５保育所を統合する。
③久美浜町域の湊保育所、神野保育所及び田村保育所の3つの保育所では、少子化の影響により、望ましい年齢ごとのクラ
ス編成が困難な状況にあるため、3保育所を統合整備する。

支援区分

行財政改革推進枠

事業名・実施項目



■峰山統合保育所行革効果 （単位：千円）

■弥栄統合保育所行革効果 （単位：千円）

■久美浜統合保育所行革効果 （単位：千円）

久美浜統合保育所運営経費 47,700 35,304 83,004
行革効果額 3,109 11,870 14,979

田村保育所運営経費 17,085 12,446 29,531
旧保育所　計 50,809 47,174 97,983

湊保育所運営経費 16,025 16,335 32,360
神野保育所運営経費 17,699 18,393 36,092

行革効果額 41,145 17,923 59,068

保育園 人件費 物件費 合計

旧保育所　計 112,295 73,337 185,632
弥栄統合保育所運営経費 71,150 55,414 126,564

溝谷保育所運営経費 51,690 24,960 76,650
吉野保育所運営経費 14,765 11,318 26,083

黒部保育所運営経費 16,558 12,048 28,606

保育園 人件費 物件費 合計
和田野保育所運営経費 14,899 11,944 26,843

20,494 3,357 23,851
旧保育所　計 129,562 26,479 156,041

鳥取保育所運営経費 14,383 13,067 27,450
行革効果の考え方

保育園 人件費 物件費 合計
吉原保育所運営経費 26,614 8,707 35,321
長岡保育所運営経費 24,951 4,761 29,712
新山保育所運営経費 57,503

峰山統合保育所運営経費 81,584 19,430 101,014
行革効果額 47,978 7,049 55,027

丹波保育所運営経費

行革前（a) 155,307 155,307 439,656

達成

行革効果

平成26年度

保育所を統合することで経費が抑制されるため。

9,654 67,157

年度 平成24年度 平成25年度 平成27年度 平成28年度

310,582

439,656 439,656

期待される事業効果等
に対する達成状況

行革効果(a)-(b) 54,832 54,832 129,074 129,074 129,074

（左の理由）

行革後(b) 100,475 100,475 310,582 310,582


